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緊急時対応の位置づけ

・第4期消費者基本計画（令和２年３月３１日閣議決定）においては、新型コロナウイルス感染

症拡大・災害など緊急時対応についても、今期消費者基本計画における消費者政策の基本
的方向として、位置づけられたところ。

＜関係部分抜粋＞ ※下線は事務局による。

２．今期消費者基本計画における消費者政策の基本的方向
（５）災害・感染症拡大など緊急時対応

大規模災害の発生や新型コロナウイルス感染症の拡大等の状況下において、個人等による誤った風説や心理的
に不安定な状態となっている消費者につけ込む悪質商法等により、合理的でない消費行動や新たな消費者被害
が発生している。これらの国民の消費生活への悪影響については、容易かつ瞬時に拡散され、また、その真偽の
確認が困難であるといった特徴を有するSNS等を活用した情報発信により、増幅される傾向にある。

大規模災害の発生時や感染症の拡大時等の消費者が感じる不安が増大する緊急時における消費者の心理傾向
や、情報化社会の特性も踏まえ、こうした従前には見られなかったリスク・課題に柔軟かつ迅速に対応できるよう、
必要な施策を推進する。

３．消費生活に関連する多様な課題への機動的・集中的な対応
（３）新型コロナウイルス感染症拡大・災害など緊急時対応

新型コロナウイルスの感染が拡大している中、マスクの需要の急増を受け、個人等がマスクを高額転売する事例
が見られたことから、マスクに関し、国民生活安定緊急措置法（昭和48年法律第121号）に基づき、購入価格を超
える価格による転売を禁止したところである。また、個人等がSNSにより誤った風説を流すことに伴い、正しい情報

や実態とそごのある消費行動が発生し、小売店舗等において、一部の生活関連物資等の一時的な品薄が見受け
られている。さらに、このような状況下において消費者が感じる不安に乗じて、不確かな情報提供等による悪質商
法が発生するおそれがある。

こうした状況を踏まえ、消費者被害の防止の徹底や消費者の冷静な対応等を推進するため、正確な情報発信や
悪質商法への厳正な対応を進めるとともに、不確かな情報の発信・拡散の抑制等に向けた消費者への普及啓発
等の必要な対応を進める。

また、大規模災害の発生等の状況下においても同様の事態が発生するおそれがあり、その際の被害の発生状況
や消費行動の実態等を踏まえ、必要な対応を進める。
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（１）緊急時における生活必需品の高額転売
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コロナ禍におけるマスクの高額転売問題

・１月以降、新型コロナウイルスの感染が拡大しマスクが品薄となる中、小売店等でマスクを大量に購入し、高
額で転売する事例が頻発し、大きな問題となった。

・大量購入や転売を行った個人等の多くは、デジタル・プラットフォーム企業の運営するオンライン・ショッピン
グモールやフリマサイトを通じて、高額出品・転売をしており、後を絶たなかったと指摘されている。

・行政は、２月上旬以降、デジタル・プラットフォーム企業に対してマスク購入について利用者への啓発等の配
慮や出品自粛を要請したものの、こうした高額転売の動きを封じ切れなかった。

マスク高額転売問題（政令改正前）

マスク高騰10倍 ネット通販 「感染が拡大している新型コロナウイルスの影響で、インターネット通販サイトの使い捨てマスクの
価格が高騰し、通常は数百円の商品が10倍近くの値段で販売されている。・・・通販大手のアマゾンジャパンでは、通常は数百
円から千円程度で売られている箱入りのマスクが、数千～1万円程度の値段がつけられている。中には1箱4万円を超える商品も
あり、楽天市場やヤフーショッピングなどほかの大手通販サイトでも同様の事態が生じている。・・・実店舗では、マスクが品薄と
なり入手しにくい状況が生じているが、ネット上ではそれを逆手に取った売り惜しみや、価格の不当な引き上げが行われてい
る。」（産経2.2朝刊6面）

マスク品薄転売横行 アプリで定価10倍超 「薬局やスーパーなどで売り切れが相次ぐ一方、フリーマーケットアプリでは、買い
占めた商品を定価の10倍以上で売る高額転売とみられる出品も。・・・インターネット通販大手アマゾンでは、通常価格のマスク
の多くは在庫切れで、購入できない状態が続く。一方、大手フリマアプリでのマスク出品を見ると、1袋7枚入りで定価400円のマ
スクが、1袋当たり4000円ほどで大量に出品されている。」（東京2.4朝刊7面）

マスク入荷めど立たず ネット上「2箱8万円」 「ネット上では一部の業者や個人が高値でマスクを出品している。通販サイト「アマ
ゾン」では4日、1箱（20枚入り）数百円程度の日本メーカー製マスクが2箱セットで8万円超の値が付き、通常価格の50倍以上で転
売されている。フリマアプリの「メルカリ」でも定価の10倍以上の価格で売買されている。」（読売2.4夕刊11面）

マスク転売 メルカリ高額出品削除 「新型肺炎の拡大により品薄になったマスクが高額で転売されていることを受け、フリー
マーケットアプリ大手のメルカリはマスクの高額出品の削除を始めた。同社は今月４日からサイト上で自制を呼びかけていたが、
一般的なマスクとみられる商品１箱（６５枚入り）を５万円超で販売する例など、高額販売が後を絶たないため、対応を強化した。
「楽天市場」を運営する楽天は、１月末に約５万店の出店者に対し注意を呼びかけた。さらに、著しく高い価格の場合にはユー
ザー保護の観点から、掲載停止などの対応を検討するなど、監視を強めている。通販サイトやオークションサイトを運営するヤ
フーも「必要な方が必要な量の商品を確保できるよう、ご配慮ください」などと呼びかけている。どのサイトも、感染不安の高まり
に乗じた価格設定をなんとか防ぎたい考えだ。」（読売2.7朝刊11面）
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（参考）政令改正の概要

経済産業省・政令の概要資料（令和2年3月10日公表）より引用
（https://www.meti.go.jp/press/2019/03/20200310002/20200310002-1.pdf）
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デジタル・プラットフォーム企業各社の対応

・コロナ禍におけるマスクの高騰、高額転売、品薄の問題が連日報道。全国の消費生活センター相談窓口に「マスクや消毒液が

高額で販売されている」、「ぜんそくでマスクをつかっているが手に入らない」との相談が多数寄せられる事態。

・2月6日に消費者庁からデジタル・プラットフォーム企業各社に利用者への啓発等の配慮がなされるよう要請。2月28日には経済

産業省から3月14日以降の出品自粛等を要請。

（参考）第3回・第4回検討会 事業者ヒアリングにおける各社コメント（関連部分要約）
・フリマA：社内に出品禁止物への指定に関する委員会を設置し、法律で流通が制限されていない商品については、同委員会での検討を踏まえて注
意喚起や出品禁止物への指定等の対応を実施。時事的な問題が発生した時には、委員会において長く議論を重ねざるを得ない。
・モールA：法外な価格設定等をしている場合に、是正措置を講じることがある。

・モールB：適正なマスク市場の実現のため、出店者とのコミュニケーションの充実を図っている。法令で具体的な内容が規定されていれば、かかる
コミュニケーションが円滑に進む可能性がある。

デジタル・プラットフォーム企業各社における対応日時・内容

モールA モールB モールC オークション フリマA フリマB

2月6日

マスクの安全な使用につ
いての注意喚起（転売に
関する注意喚起はなし）

1月31日

出品者に対し、マスクや
消毒液などの高額出品
について「災害などに乗
じて価格を変更すること
を控えるように」と通知

2月5日
マスクや除菌用
品の購入につい
て冷静な行動を
呼びかける注意
喚起

2月7日
ガイドライン細則を改定し、
マスク等の出品が削除の
対象となることを周知

2月4日

マスクの取引につき、入
手経路の確認、著しく高
額な商品の削除・利用制
限

2月6日

マスクは禁止出品物
に該当しないことを前
提に、節度を保った
範囲での出品・購入
の協力要請

3月3日

マスクなどの値上げの排
除として、同日までに全
世界で数万件の出品を
阻止または削除

3月4日
マスクの出品について適
正価格かつ小ロットでの
出品のお願いと、オーク
ション形式の出品を3月14
日より禁止

2月6日
暫定措置として同一ユー
ザーのマスクの出品数が
所定値を超える場合に出
品削除

政令改正の閣議決定（３月10日）

3月13日

衛生マスクの出品を制
限

3月10日

マスク転売に関する法
令改正の周知

3月11日
衛生マスク・衛生マスクと
その他の商品のセット出
品に関して出品禁止（自
作品も対象）

3月13日
「衛生マスク（自作品含
む）」「衛生マスクとその他
の商品の抱き合わせ出
品」を一律禁止・削除対象

3月12日
衛生マスクの出品を
禁止（購入価格以下
での出品や、ハンドメ
イド商品の出品等に
ついても禁止）

政令改正施行（３月15日）
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1月28日 厚生労働省・経済産業省から業界団体にマスクの増産要請

厚生労働省から業界団体に買占めや過剰な在庫を抱えることのないよう要請

1月30日 マスク入手困難が報道され始める

2月 5日 消費者庁長官から転売目的のマスクの購入は望ましくない旨発言、消費者庁HPに掲載

2月 6日 消費者庁からデジタル・プラットフォーム企業各社に対しマスク等の購入に関する利用者への啓発等の配慮について

要請文発出

2月 7日 厚生労働省・経済産業省連名で全国のドラッグストアやコンビニ、スーパーマーケットを含む全国の流通業界に対して、

マスクの転売目的は望ましくない旨の店内掲示を推奨する事務連絡を発出

2月12日 全国マスク工業会、厚生労働省、経済産業省及び消費者庁連名で一般消費者に向けたマスクについての啓発チラシを発出

消費者庁から消費生活センターにも送付

2月12日 厚生労働省から関係団体に消毒薬等に関する安定供給を要請

2月19日 消費者庁から公益社団法人消費者関連専門家会議（ACAP）に対して、加盟企業に対して、転売目的は望ましくなく、

風邪や感染症の疑いのある方たちにマスクが届くよう対応するよう求めることを要請

2月26日 消費者庁からデジタル・プラットフォーム企業に対して送料詐欺等への対応等を要請

2月28日 経済産業省からデジタル・プラットフォーム企業に対して3月14日以降の出品自粛等を要請

3月 1日 北海道へのマスク供給のため、総理から国民生活安定緊急措置法22条１項の適用指示

3月 3日 厚生労働大臣が国民生活安定緊急措置法22条１項に基づきマスクの製造販売事業者等に対して国への売渡しを指示

3月 5日 総理から国民生活安定緊急措置法に基づく転売禁止の指示

3月10日 国民生活安定緊急措置法施行令の一部を改正する政令の閣議決定

3月15日 国民生活安定緊急措置法施行令の一部を改正する政令の施行

マスク高額転売問題の経緯
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（参考）生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対する緊急措置に関する法律の概要

１．制定動機及び目的
制定動機：第１次石油危機前後における一部大企業による投機的取引への対処
制定目的：供給確保の体制整備

２．内容
生活関連物資等の価格が異常に上昇し又は上昇するおそれがある場合において、当該物資の買占め又は売惜しみが行わ
れ又は行われるおそれがあるとき、
① 特別の調査を要する物資として指定し（政令）、
② 当該物資の価格動向及び需給状況に関し、必要な調査を行う（内閣総理大臣及び主務大臣）。

③ 特定物資の販売等を行う事業者が、買占め又は売惜しみにより当該物資を多量に保有していると認められるときは、売
渡しをすべき期限・数量・売渡先を定め、売渡しを指示する（内閣総理大臣及び主務大臣）。
④ 売渡しの指示に従わない場合には、売渡しを命令する（内閣総理大臣及び主務大臣）。

⑤ 売渡しの指示及び命令のために必要な限度において、当該物資の取扱い業者等に対して立入検査を行うことができる
（内閣総理大臣及び主務大臣）。
⑥ 立入検査・質問を行うため、価格調査官を置く（内閣府及び主務省）。
⑦ 以下については、政令により、都道府県知事（政令指定都市長）が行うことができる。
1) 特定物資の価格動向及び需給状況に関する調査
2) 売渡しの指示・命令等
3) 報告聴取、立入検査
⑧ 売渡命令違反、立入検査応諾違反・虚偽報告に対しては、罰則が設けられている。

３．発動状況
(１) 物資の指定

昭和48年７月～49年２月 石油製品等27物資を指定
昭和49年９月 織物類等10物資について指定解除
昭和51年５月 残り17物資について指定解除
(２) その他
特定物資の売渡指示・命令等の権限が発動されたことはない。



（参考）国民生活安定緊急措置法の概要

１．制定動機及び目的
制定動機：第１次石油危機の狂乱物価対策
制定目的：価格制定制度と需給調整制度の構築

２．内容
(１) 標準価格
物価が高騰し又は高騰するおそれがある場合において、生活関連物資等の価格が著しく上昇し又は上昇するおそれがあるときは
、①指定物資として指定し（政令）、②標準価格を定め、告示する（主務大臣、内閣総理大臣に協議）、③指定物資の小売業者が
標準価格又は指定物資の販売価格を表示せず又は一般消費者の見やすいように表示していないと認めるときは、表示すべきこと
を指示し、指示に従わなかったときは公表する（主務大臣）、④指定物資の販売価格が標準価格を超えていると認められるときは
、販売価格の引下げを指示し、指示に従わなかったときは公表する（主務大臣）。
(２) 特定標準価格
（略）
(３) 生産、輸入、保管、売渡し、輸送に関する措置
物価が高騰し又は高騰するおそれがある場合において、生活関連物資等の供給が不足することにより、国民生活の安定又は国
民経済の円滑な運営が著しく阻害され又は阻害されるおそれがあるときは、
① 物資を指定し（政令）、
② その生産・輸入・保管に関する指示をすることができる（主務大臣）。
③ 地域的な需給の不均衡が認められるときは、その調整措置として、売渡し・輸送・保管の指示をすることができる（主務大臣）。
④ それぞれ、指示に従わなかったときは公表する（主務大臣）。
(４) 設備投資抑制の指示
（略）
(５) 割当て又は配給等

物価が高騰し又は高騰するおそれがある場合において、生活関連物資等の供給不足が著しく、その需給の均衡回復が相当期間
極めて困難であることにより、国民生活の安定又は国民経済の円滑な運営に重大な支障が生じ又は生ずるおそれがあると認めら
れるときは、
① 物資を指定し（政令）、
② 当該物資について、割当て・配給・使用・譲渡・譲受の制限・禁止等の措置を講ずることができる（政令）。
(６) その他
① 概ね６月に１回、施行状況を国会に報告。
② （略）

③ 帳簿記載・保存義務違反、立入検査応諾違反・虚偽報告、生産計画又は設備投資計画届出義務違反に対しては、罰則が設
けられている。 8
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（２）緊急時における不確かな情報の拡散
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ＳＮＳ等利用者の増大

・デジタル化の進展に伴い、SNS、動画共有サイト、ブログ、掲示板などのソーシャルメディア
（非取引型のデジタル・プラットフォーム企業）の利用者が増大。平成27年末におけるインター
ネットユーザー（国内9943万人）のうち、SNSの利用者は6割超とされる。
・SNSを毎日利用している者は約7割、特に10代、20代では約8割を占める。
・SNSは、特定の事業者から一方的に情報を伝達するマスメディアとは異なり、誰でも手軽に

情報を発信・共有し、相互にやり取りができるデジタル・プラットフォームとして近年普及が著
しい。
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ＳＮＳでの情報の拡散

・ＳＮＳでは、年代に関係なく、情報の拡散が行われている。
・ＳＮＳでの情報の拡散は、事実の真偽ではなく、内容の面白さなどにより、拡散する傾向にある。

〇SNSでの情報拡散経験（年代別）
「SNSを利用して自ら情報発信を積極的に行っている」人
は全体の約1割程度とされるが、他人の投稿を知人と共

有する情報の拡散（「いいね！」機能やリツイート機能等
を利用して情報を広めること）についてはSNS利用者の5
割以上が実施しており、約17％はほぼ毎日実施している。

〇SNSでの情報拡散の基準
SNSで拡散される情報は、事実かどうかよりも、自分が内

容に共感できるかどうかや、内容が面白いかどうかを基
準にして選ばれる傾向がある。

情報拡散の基準
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情報拡散とソーシャルメディアの位置づけ

・昨今では、ソーシャルメディアで拡散された情報が、マスメディアやネットメディアを介し、更に情
報が拡散されていく構造にある。

・利用者個人が発信・拡散できるＳＮＳ等では、利用者が拡散による責任を深く感じないまま他者
からの評価を集めるため、あるいは親切心や正義感から良かれと思って、不確かな情報が拡散
される傾向があるのではないか。

ソーシャルメディアの例としては、SNS（ソーシャル・ネットワーク・システム）、ブログ、ミニブログ、メッセージアプ
リ、動画共有サイト、口コミサイト、ナレッジコミュニティ、電子掲示板など。また、これらのブログ、掲示板、SNSや
各種サイトなどの情報を特定のテーマに沿ってまとめたまとめサイト、まとめブログも多種多様に存在する。

マスメディア
・テレビ
・ラジオ
・新聞
・雑誌 等

ユーザー

視聴者
読者

ユーザー

拡散

投稿
発信

話題・素材
の提供

インターネット上

収集
閲覧
評価

ソーシャルメディア

・検索サイト
・インターネットテレビ 他

クローズ型サービス
（限定した利用者間での情報のやり取り）

コンテンツ
プロバイダー

SNS、ブログ、口コミサイト、電子掲示板、まとめ
サイト、動画共有サイト、メッセージアプリ等
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新型コロナ禍で指摘されているインフォデミック

・ソーシャルメディアを通じて拡散する情報には、事実に反し、もしくは真偽不明の偽情報や誤
情報などいわゆるデマを含む不確かな情報もあり、時に大きな社会問題を引き起こすことも。
・昨今の新型コロナ禍では、様々な不確かな情報が飛び交い、WHOは、「インフォデミック」と

いう言葉を用いて、情報の過剰さにより、人々が適切で信頼できる情報への接触を困難にす
ることを警告。

デマ・偽情報・誤情報 真偽不明な情報

受け手にとって不確かな情報

真実の情報

infodemic- an over-abundance of information . some accurate and some not . that makes it hard for people to 
find trustworthy sources and reliable guidance when they need it.

(WHO: Novel Coronavirus(2019-nCoV)Situation Report - 13 Data as reported by 2 February 2020*)

※デマとは、事実に反する扇動的、謀略的な偽情報をいうものとする。他方、フェイクニュースの定義は必ずしも明確ではないが、「嘘やデマ、陰謀
論やプロバガンダ、誤情報や偽情報、扇情的なゴシップ、ディープフェイク、これらの情報がインターネット上を拡散して現実世界に負の影響をもた
らす現象は、フェイクニュースという言葉で一括りにされている」との説明がある（総務省令和元年版情報通信白書106頁）
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不確かな情報の拡散

・ＳＮＳ等を通じて拡散された情報にはデマなど不確かな情報が含まれ、新型コロナ禍では、コロナ
ウイルスに対する消費者の理解を歪める情報の拡散により、消費者に不安を生じさせ、消費者の
実生活を混乱に陥れているのではないかと指摘されている。

国民の不安をあおるもの

消費生活市場を混乱させるもの

新型コロナ禍において発信・拡散された不確かな情報の類型

・SNSに「マスクとトイレットペーパーの原料は同じ」、「新型コロナの影響でトイ

レットペーパーが今後なくなる」といった不確かな情報が投稿され、空の商品
棚の写真や記事とともに拡散されたため、トイレットペーパーの買い占め、フリ
マアプリやオークションサイトなどで高額の出品が相次ぐ事態となった。
・近く都市封鎖されるとのデマがSNS上で広まり、パスタや水など食料品の買
い占めが起きた。

・アフィリエイト広告収入目的で、ユーザーが関心を抱きそうな情報を真偽不
明のまま、まとめサイトとして意図的に集約・作出し掲載したところ、これを転
載した情報が拡散した。

・根拠なく新型コロナウイルス感染症に対する効果をうたった特定の商品につ
いて、ソーシャルメディアを通じて口コミが拡散して、当該商品の品薄が起きた。

・無料通信アプリに、
「【拡散希望】武漢ウイル
スは耐熱性がなく、26～
27度の温度で死ぬ。お

湯を飲めば予防できま
す。」といった内容のメッ
セージが届いた。

・会員制交流サイトで特
定の病院の医師をかた
り、「医療態勢が崩壊す
る」などと不安をあおる
メッセージが拡散され、
同病院への問い合わせ
が相次いだ。
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不確かな情報を巡る事例（新型コロナ関係）

消費生活市場の混乱に関するもの（主に買い占めに走らせるもの）

・トイレ紙 デマで品薄 「各地の店舗で29日、トイレットペーパーやティッシュペーパー、生理用ナプキンなどが

品薄になった。インターネット上の「マスクの次に不足」とのデマ情報が原因とされ、・・・・ネットでは「原材料を中
国に依存」「マスク増産に力を入れる」として紙製品が品薄になるとのデマ情報が流れていた。日本家庭紙工業
会は、ほとんどが国内生産で通常通り生産、供給しているとの見解を公表」（産経3.1朝刊23面）

・紙製品 デマで品薄 業界「在庫は十分 冷静に」 「インターネット上では2月下旬頃から「マスクと同じ原料」

「中国から輸入できなくなる」などの誤情報が出回った。各地でトイレットペーパーやテイッシュなどを買いだめ
する人が増え、品薄情報がSNSなどで拡散して拍車がかかった」 （読売3.1朝刊30面）

デマ拡散 在庫は十分なのに トイレットペーパー品薄 「ここ数日、主にSNSで「マスクとトイレットペーパーの

原料は同じ」「新型肺炎の影響でトイレットペーパーが今後なくなる」といったデマが拡散したことが品薄を招い
ているようだ。・・・28日午後、東京都内のドラッグストアの店頭には「トイレットペーパー・ティッシュペーパー完
売」の貼り紙があった。店長の男性によると、午前7時半の開店と同時に2台のレジに20人が並び、今週末の分
も含めて仕入れていたトイレットペーパー80パックとティッシュペーパー120パックがすぐに売り切れた。週明け

に再入荷する予定という。フリマアプリやオークションサイトなどでは高額での出品が相次いでいる。・・・トイレッ
トペーパーの原料は国産や北米産の木材由来のパルプで、マスクに使われる不織布とは異なる。「中国製の
輸入ができず品切れになる」とのデマも流れているが、昨年１年間のトイレットペーパーの出荷量（約106万ト
ン）のうち製など輸入は2.5％に過ぎず、ほとんどは国産だ。」（朝日2.29朝刊34面）

異常な買いだめ 迷惑行為 ひとり親・高齢者 弱者にしわ寄せ 大震災でも必要な人に届かず 「『東京封鎖』
の話が広がったからなのか、地元のスーパーにもパスタがなかった。都内在住の会社の同僚は『棚が全部すっ
からかんだった』と嘆いていた」。茨城県つくば市の女性会社員（37）は先月25日の状況をこう振り返った。」

・「東京都の男性会社員（45）は3月26日、対話アプリ「LINE」をのぞき込んで驚いた。「ロックダウンは事情通の

電通の人が言っていた。周りにも知らせて」。親しい友人の情報だっただけに「本当に信じそうになる切迫感が
あった」。・・・こうした情報共有が厄介なのは現実社会にも影響が及びかねないからだ。大阪市の主婦（43）は4
月上旬に予定していた東京都内への引っ越しを延期した。「デマとは思うけど、封鎖されたら困る」と考えたた
めだ。」（日経4.2朝刊2面）
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3月1日 日経朝刊7面

（参考）
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ウイルスや治療方法など消費者の生命・身体に関するもの

・SNS デマ拡散 「予防に紅茶や緑茶がお勧め」コロナウイルスへの対処法として、こんな投稿もあふれ

ている。お茶に含まれるポリフェノール成分の一種に、抗ウイルス作用があるとする説に基づくものとみら
れるが、ポリフェノールに詳しい開発邦宏・大阪大連携研究員は「そうした研究はあるが、実際に人で予
防効果を示した報告はない」と指摘する。」（読売2.1夕刊11面）

・チェーンメールも・・・新型コロナのデマ拡散「お湯で予防」病院も困惑 不安が拡散 「【拡散希望】武漢
ウイルスは耐熱性がなく、26～27度の温度で死ぬ。お湯を飲めば予防できます。」 福岡県内に住む60
代女性の無料通信アプリLINEに、そんなメッセージが届いたのは24日夜。友人や同僚にも同じような内

容がメールやラインで届いたという。内容に多少の違いはあるが、「医療関係の友達」や「自衛隊」、「友
人の友人の友人」からのまた聞きとして、「お湯を飲めば予防できる」という点が共通していた。・・・メッ
セージの中には、実際に存在する病院名を出して「●●病院の看護師から聞いた」という内容もあった。」
（西日本新聞2.25）

・デマ・便乗商法に注意 「新型コロナウイルス対策にビタミンDが効く」「納豆が効く」「お湯を飲むといい」
－SNSでは、こうした不確かな情報が飛び交っている。「花崗岩の放射線がコロナウイルスを死滅させる」
というデマが広がり、実際にフリマアプリで数千円で販売される例もある。」（朝日3.25朝刊27面）

・納豆が感染予防？→根拠なし 「感染予防に納豆が効く」（インターネットで拡散）全国納豆協同組合連
合会の広報担当者は「全く根拠はない」と否定する。」（東京3.28朝刊28面）

不確かな情報を巡る事例（新型コロナ関係）
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不確かな情報の特徴とソーシャルメディアの特性

・デマは正確な情報よりも早く広範囲に拡散
・デマ否定がデマを拡散させる
・正義感や親切心からの発信や拡散も少な
くない
・不安をあおるものはすぐに伝わる（緊急時
は顕著）
・最初の発信・投稿が必ずしも後の騒動の
原因とはならない
・不確かな情報を巡り拡散された情報の氾
濫、情報過多が人を不安にする

不確かな情報の特徴

・誰でも発信可能
・大量、瞬時、広範囲な拡散が容易
・発信・拡散に真偽のスクリーニング機能なし
・承認欲求（閲覧数や共感数）のインセンティブ
・情報収集を目的とした多数の利用者が参加
・発信者の情報に容易にアクセス可能
・チェーンメール型による信頼も（つながりのあ
る人で拡散していくため、信じやすい）
・ボットアカウント（機械による自動投稿）による
拡散も
・パーソナライズされ、好みの情報に触れやす
い（フィルターバブル）
・ターゲティング広告とも連動

ソーシャルメディアの特性

・不確かな情報の拡散には、デマの発信・投稿自体が信じられて拡散されるものもあれば、真偽
不明であるが、念のため、と拡散されていくもの、何も考えずに拡散されていくものがある。

・ソーシャルメディアは、デジタル・プラットフォーム企業により、他者とのつながり、瞬時の情報共
有を容易にし、利便性も向上させるサービスである一方、不確かな情報が容易に拡散・流通す
ることにもなるのではないか。

不確かな情報の氾濫により、特に多くの人が同じことに不安を抱く緊急時には、消費者の適切な判
断を困難にするおそれがあるのではないか。
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不確かな情報の拡散傾向と消費者への影響

・ソーシャルメディア内での急速な拡散だけでなく、他のソーシャルメディアでの転載、まとめサ
イトといった別サイトによる情報の表示によっても拡散されるほか、拡散されたデマを巡る様々
な事象をマスメディアの報道や検索上のニュースとして表示されることで、ソーシャルメディア非
利用者にも不確かな情報が認識され、実生活での消費者心理・消費行動にも影響しているの
ではないか、とも指摘されている。
・デマを否定する情報の拡散であっても、結果的に消費者の認識を高め、デマだと認識していて
も、万一を考え、必需品である商品を買いだめしてしまう消費行動を促し、現実にデマが実現さ
れることもある（心理学上の「予言の自己成就」（self-fulfilling prophecy））。

コロナ禍のトイレットペーパー買占め騒動の例
※初投稿からわずか１日で進展

「トイレット
ペーパーが
品切れにな
る」と投稿

ソーシャルメディアによる拡散

社会現象
本当に必要な消費
者が入手できない

マスメディア、

コンテンツ・プロバイ
ダによる拡散

・正義感・親切心
からの情報拡散

・情報を知った人が不安を感じ、
情報の真偽がわからなくても、
何店舗も回り、いつもの倍の商
品を買おうとし、品薄状態に

・デマを否定、打ち消
す情報が急速に拡散

・店頭から商品が無くなり、
それを目にした人がさらに
購入しようとする

・必要がないと思っていた
人も追随

情報

消費者心理
消費行動

・ソーシャルメディア
での話題や店舗で
の品薄状態、空の
商品棚、行列の様
子等が報道

・店頭の様子や行列が
報道され、不安を感じ
た者が殺到

・トレンド
上位に

・行政や業界団体に
よる注意喚起、情報
発信・デマ否定の情

報が爆発的に
拡散

事象

・投稿は勘違いや
誤解の場合も

・最初の投稿自体
は拡散していない

真偽不明の情報 →主観的には合理的な消費行動 → 社会的ジレンマ

2月27日
午前10時過ぎ 午後2時頃 夕方頃
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4月6日 日経朝刊3面

（参考）デマ否定の拡散と品不足の進行

鳥海准教授の3月15日付ブログより抜粋
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偽情報に対する現行法での対応と限界

食品の虚偽・誇大表示（65条）

偽計業務妨害罪・信用毀損罪（233条）、
名誉毀損罪（230条）

優良誤認表示、有利誤認表示（5条）

誇大広告、未承認医薬品の広告（66条、
68条）

風説の流布の禁止（158条）

刑法

景品表示法

健康増進法

医薬品
医療機器等法

生活二法

限界対応

・国民生活安定緊急措置法
・生活関連物資等の買占め及び売惜しみに
対する緊急措置法

（何人）有価証券の取引や相場の変動を図る
目的で、風説を流布し、偽計を用いる等の場合。

情報送信防止措置（3条）

競争関係にある他人の営業上の信用を害する虚偽
の事実を告知し、又は流布する場合。信用毀損行為（2条1項1号）

プロバイダ等の損害賠償責任の制限を定めるもの
で、権利を侵害する情報の送信防止を義務付けるも
のではない。

偽情報の発信・拡散（虚偽の風説の流布）に際
して業務妨害や信用毀損の故意がないことも。

生活関連物資等の売渡しの指示・命令、生産等に関
する指示、譲渡・譲受の禁止等を定めるが、緊急時に
おける当該物資等の流通を阻害する原因行為の防
止については定められていない。

虚偽事項の公表罪（235条）
当選を得又は得させる目的をもって公職の候補者の
身分等に関し虚偽の事項を公にする場合。

不正競争
防止法

プロバイダ
責任制限法

金融商品
取引法

公職選挙法

（事業者）自己の供給する商品等の
内容や取引条件について優良又は
有利と誤認される表示に限られる。

（何人）食品として販売に供する物
に関する広告・表示で、著しく事実
に相違するもの等に限られる。

（何人）医薬品、医療機器等の効
能等に関する虚偽・誇大広告等に
限られる。

商品や役務
の広告表示
には対応す
るが（※次頁
参照）、単な
る偽情報は
不可。
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（参考）景品表示法による対応
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偽情報の拡散への対応と限界

行政機関

事業者・団体

ファクト
チェック

各行政機関の会見、ホームページ、公式ツイッター、
各行政機関のホームページ・公式ツイッター等により
注意喚起や周知活動等
悪質なケースには事業者等への個別要請、各法令の
適用、執行・取締り

事業者・事業者団体、公的機関等による会見、ホーム
ページや公式SNS等を通じた特定の偽情報にかかる
注意喚起や周知、啓蒙活動

限界対応

ファクトチェック団体や各種メディアによるファクトチェック
の推進・実施、特設サイトの設置

注意喚起の情報発信により、必ずしもデマ
の拡散が防止、制限されるわけではない。

ファクトチェックにかかる活動が十分に認知さ
れていないことも。また、真偽の判定が困難
なものも少なくない。

注意喚起の情報発信により、必ずしもデマ
の拡散が防止、制限されるわけではない。

※ソーシャルメディア 大手各社はそれぞれ、ポリシーやガイダンス、利用規約により対応方針や一定基
準を策定し、当該方針等に従って削除、利用停止を行う等の自主的な取組を実施している。
他方で、偽情報の拡散防止に緊急性が認められる場合であっても、必ずしも削除等の対応義務まではな

いと考えられ、また、対応するにしても削除等の基準が明確ではないこともあると考えられる。さらに、ク
ローズドな当事者間の対話では、拡散される情報内容について、通信の秘密により把握できないことも考
えられる。
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新型コロナウイルスの偽情報拡散等に対する事業者の主な取組み

Twitter （https://blog.twitter.com/ja_jp/topics/company/2020/Covid19StrategyUpdate.html）
3月18日にセーフティ・ポリシー変更。以下の内容を含むツイートには削除要請を行うことを公表（3/23）。
・意図的に推奨されるガイダンスに反する行動をとらせようとしたり、コロナウイルス感染の可能性を減らすための国際的又は各
国の公衆衛生当局による勧告を否定するもの
・治療法や予防法に関する、直接危害には直結しないが効果がなく、コロナウイルスに関係のないもの、疑惑のある治療法、ま
たは他人を誤解させる意図を持ってシェアされたもの（たとえ冗談であったとしても）
・たとえ冗談であったとしても危険性のある治療法や予防法
・潜伏期間の伝染について、国際的もしくは各国の公衆衛生当局によって実証された科学的事実を否定するもの。
・第三者の利益を目的とした行動を誘発するために、人を特定の行動に走らせることを意図した具体的なコロナウイルスの情報
の主張
・人をあおって行動に走らせたり、パニックや社会不安を拡げたり、大規模な混乱を起こす原因を作ったりするような特定の発言
や信憑性を確認できない発言
・コロナウイルスの診断基準や手順について誤った、もしくは誤解を招く情報を広めること 等

Google （https://japan.googleblog.com/2020/03/blog-post.html）
・明らかに間違った情報などからユーザーを守るため、国境を超え専門チームが24時間体制で監視（3/9） 。
・Google広告では、コロナウイルスを取り巻く状況を利用しようとする広告をすべてブロック（3/9） 。
・有用な情報を見つけられるよう、日本のユーザー向けにGoogle検索のSNSアラートで最新のニュースに加えて内閣官房、厚生
労働省、WHOが提供する信頼性の高い情報へのリンクを表示（3/9）。
・YouTubeでは、ポリシーに違反する動画（コロナウイルスに関する誤った情報）は問題が報告され次第削除する。

3月16日、Faceｂook、Google、LinkedIn、Microsoft、Reddit、Twitter、YouTubeの米大手IT７社が
新型コロナウイルス関連の詐欺行為や誤情報に共同対処するとの声明を発表

Faceｂook （https://about.fb.com/ja/news/2020/01/coronavirus/）
・誤った情報や有害なコンテンツの制限 情報が虚偽であると判断された場合、情報の表示を制限、第三者ファクトチェッカーか
らの正確な情報を表示。すでにシェアしている人等には、そのコンテンツが虚偽であると判断されたことを表示（1/31）。
・混乱を引き起こしたり、治療や予防を示唆するような、新型コロナウイルスに関する製品の広告を禁止（2/28）。
・Instagramは、有害な誤情報を削除し、誤った情報を拡散するハッシュタグの使用制限、緊急事態を悪用する広告の禁止（3/6）。

※各文末の日付はそれぞれの取組みを各社が公表した日
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ご議論いただきたい事項

１．緊急時におけるデジタル・プラットフォーム企業の役割

（１）生活必需品の流通

（２）偽情報・真偽不明情報の拡散

２．緊急時における不確かな情報を受けた消費行動への対応
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